
改改正正行行政政手手続続法法（（案案））上上のの「「処処分分等等のの求求めめ」」のの租租税税実実務務へへのの活活用用
－所謂「嘆願」の問題を解決するために－

は
じ
め
に

こ
の
度
の
行
政
不
服
審
査
法

（
以
下
、「
行
審
法
」
と
い
う
）
の

改
正
１

に
併
せ
て
盛
り
込
ま
れ

る
こ
と
と
な
る
、申
請
に
基
づ
か

な
い
処
分
の
求
め
で
あ
る「
処
分

等
の
求
め
」（
改
正
行
政
手
続
法

（
案
）
第
３６
条
の
３
）（
以
下
「
本

制
度
」
と
い
う
）
に
つ
い
て
、
租

税
実
務
へ
の
活
用
の
是
非
、
す

な
わ
ち
主
と
し
て
所
謂
「
嘆
願
」

の
法
定
化
と
し
て
捉
え
ら
れ
る

か
否
か
に
つ
い
て
検
討
す
る
。

�

制
度
の
概
要

１
�
改
正
条
文
案

行
政
手
続
法
改
正
案

第
４
章
の
２

処
分
等
の

求
め

第
３６
条
の
３

何
人
も
、

法
令
に
違
反
す
る
事
実
が

あ
る
場
合
に
お
い
て
、
そ

の
是
正
の
た
め
に
さ
れ
る

べ
き
処
分
又
は
行
政
指
導

（
そ
の
根
拠
と
な
る
規
定

が
法
律
に
置
か
れ
て
い
る

も
の
に
限
る
。
）
が
さ
れ

て
い
な
い
と
思
料
す
る
と

き
は
、
当
該
処
分
を
す
る

権
限
を
有
す
る
行
政
庁
又

は
当
該
行
政
指
導
を
す
る

権
限
を
有
す
る
行
政
機
関

に
対
し
、
そ
の
旨
を
申
し

出
て
、
当
該
処
分
又
は
行

政
指
導
を
す
る
こ
と
を
求

め
る
こ
と
が
で
き
る
。

２

前
項
の
申
出
は
、
次

に
掲
げ
る
事
項
を
記
載

し
た
申
出
書
を
提
出
し

て
し
な
け
れ
ば
な
ら
な

い
。

一

申
出
を
す
る
者
の
氏

名
又
は
名
称
及
び
住
所

二

法
令
に
違
反
す
る
事

実
の
内
容

三

当
該
処
分
又
は
行
政

指
導
の
内
容

四

当
該
処
分
又
は
行
政

指
導
の
根
拠
と
な
る
法

令
の
条
項

五

当
該
処
分
又
は
行
政

指
導
が
さ
れ
る
べ
き
で

あ
る
と
思
料
す
る
理
由

六

そ
の
他
参
考
と
な
る

事
項

３

当
該
行
政
庁
又
は
行

政
機
関
は
、
第
一
項
の

規
定
に
よ
る
申
出
が
あ

っ
た
と
き
は
、
必
要
な

調
査
を
行
い
、
そ
の
結

果
に
基
づ
き
必
要
が
あ

る
と
認
め
る
と
き
は
、

当
該
処
分
又
は
行
政
指

導
を
し
な
け
れ
ば
な
ら

な
い
。

２
�
立
法
趣
旨

先
に
抜
本
的
に
改
正
さ
れ
た

行
政
事
件
訴
訟
法
（
以
下
、「
行

訴
法
」
と
い
う
）
上
の
「
義
務

付
け
訴
訟
」（
行
訴
法
３
⑥
）２

の
う
ち
、
所
謂
「
規
制
措
置
請

求
型
」（
同
項
一
）
に
行
政
レ

ベ
ル
で
対
応
す
る
も
の
で
あ

る
。な

お
、
所
謂
「
申
請
拒
否
・

不
応
答
型
」（
同
項
二
）
に
対

応
す
る
も
の
と
し
て
、「
不
作

為
に
つ
い
て
の
審
査
請
求
」

（
改
正
行
審
法
（
案
）
３
、
４８

③
）
が
創
設
さ
れ
る
。

３
�
法
的
性
格

本
制
度
の
法
的
性
格
に
つ
い

て
は
、「
行
政
の
職
権
発
動
を

促
す
も
の
で
あ
り
、
一
定
の
処

分
を
求
め
る
申
請
の
制
度
を
定

め
る
も
の
で
は
な
く
、
こ
の
申

出
に
対
す
る
通
知
は
処
分
性
を

有
す
る
も
の
で
は
な
い
。
」３
と

説
明
さ
れ
て
い
る
。
こ
こ
で
、

申
出
に
対
す
る
通
知
の
処
分
性

が
否
定
さ
れ
て
い
る
こ
と
か

ら
、
申
出
を
受
け
容
れ
ら
れ
な

か
っ
た
際
に
争
訟
に
移
行
す
る

こ
と
は
原
則
と
し
て
不
可
能
で

あ
る
と
解
さ
れ
る
。

�

租
税
実
務
へ
の
活
用
の
是
非

１
�
国
税
通
則
法
と
の
関
係

周
知
の
よ
う
に
、
租
税
行
政

手
続
に
つ
い
て
は
、
行
政
手
続

法
（
以

下
、「
行

手

法
」
と

い

う
）
３
条
及
び
国
税
通
則
法

（
以
下
「
通
則
法
」
と
い
う
）

７４
条
の
２
に
よ
り
、
広
範
に
、

行
手
法
の
適
用
除
外
が
定
め
ら

れ
て
い
る
。
こ
の
度
の
行
手
法

改
正
に
伴
っ
て
通
則
法
も
見
直

さ
れ
る
こ
と
と
な
る
が
、
改
正

行
手
法
（
案
）
３６
条
の
３
の
規

定
は
、
適
用
除
外
と
は
さ
れ
て

い
な
い
（
改
正
通
則
法
（
案
）

７４
の
２
参

照
）
。
し

た

が

っ

て
、
本
制
度
は
、
租
税
実
務
に

活
用
さ
れ
る
こ
と
と
な
る
。

２
�
租
税
実
務
へ
の
活
用
例

本
制
度
は
、
事
前
の
申
請
を

前
提
と
し
な
い
も
の
な
の
で
、

租
税
実
務
に
お
い
て
、
本
制
度

が
活
用
で
き
る
典
型
的
な
ケ
ー

ス
は
、
事
前
の
申
請
に
あ
た
る

更
正
の
請
求
が
で
き
な
い
場

合
、
す
な
わ
ち
、
通
則
法
２３
条

等
の
要
件
を
満
た
し
て
い
な
い

場
合
や
更
正
の
請
求
の
期
間
制

限
を
経
過
し
た
場
合
で
あ
る
。

３
�
問
題
の
所
在

更
正
の
請
求
が
で
き
な
い
場

合
、
現
在
の
租
税
実
務
で
は
、

所
謂
「
嘆
願
」
に
よ
り
職
権
に

よ
る
更
正
（
通
則
法
２４
）
を
求

め
る
こ
と
が
慣
習
と
な
っ
て
い

る
が
、
改
正
行
手
法
施
行
後

は
、
従
来
の
嘆
願
に
代
え
て
、

本
制
度
に
基
づ
く
処
分
の
求
め

を
す
る
こ
と
に
な
る
の
か
否

か
。こ

の
問
題
に
つ
い
て
、「
こ

の
新
し
い
条
文
に
よ
っ
て
更
正

の
請
求
に
つ
い
て
の
１
年
の
期

間
制
限
と
こ
れ
に
伴
う
い
わ
ゆ

る
嘆
願
書
の
問
題
を
解
決
し
よ

う
と
す
る
解
釈
論
が
あ
る
。
特

に
反
対
す
る
も
の
で
は
な
い

が
、
行
政
手
続
法
第
１
条
第
２

項
の
『
他
の
法
律
に
特
別
の
定

め
が
あ
る
場
合
は
、
そ
の
定
め

る
と
こ
ろ
に
よ
る
。
』
と
の
文

言
を
勘
案
す
る
と
、
や
や
無
理

が
あ
る
よ
う
に
も
考
え
ら
れ

る
。
」４
、
と
の
消
極
的
な
見
解

も
あ
る
。

し
か
し
な
が
ら
、
行
手
法
１

条
１
項
の
「
こ
の
法
律
は
、
処

分
、
行
政
指
導
及
び
届
出
に
関

す
る
手
続
並
び
に
命
令
等
を
定

め
る
手
続
に
関
し
、
共
通
す
る

事
項
を
定
め
る
こ
と
に
よ
っ

て
、
行
政
運
営
に
お
け
る
公
正

の
確
保
と
透
明
性
（
括
弧
内
省

略
）
の
向
上
を
図
り
、
も
っ
て

国
民
の
権
利
利
益
の
保
護
に
資

す
る
こ
と
を
目
的
と
す
る
。
」

と
い
う
精
神
に
鑑
み
れ
ば
、
重

視
す
べ
き
は
、
除
斥
期
間
内
は

税
務
署
長
に
減
額
更
正
を
す
る

権
限
が
あ
る
と
い
う
こ
と
で
あ

り
、
か
か
る
期
間
内
で
更
正
の

請
求
の
期
間
徒
過
後
の
手
続
が

通
則
法
上
に
規
定
さ
れ
て
い
な

い
こ
と
を
考
慮
す
れ
ば
、
本
制

度
の
租
税
実
務
へ
の
活
用
に
つ

い
て
は
積
極
的
に
解
す
る
べ
き

で
あ
る
５

。

�

更
正
の
請
求
の
期
間
制
限
延
長

の
改
正
を
に
ら
ん
で

更
正
の
請
求
期
限
の
意
義
に

つ
い
て
、「
こ
の
期
間
は
、
権

利
救
済
の
た
め
の
期
間
で
あ
る

か
ら
、
異
議
申
立
期
間
の
二
か

月
や
出
訴
期
間
の
三
か
月
（
筆

者
注
：
現
行
の
出
訴
期
間
は
六

か
月
）
等
と
対
比
さ
れ
る
べ
き

も
の
で
あ
る
。
」６
と
の
説
明
が

あ
る
。
こ
れ
は
い
わ
ば
、「
形

式
的
意
義
」７
で
あ
る
。

そ
う
す
る
と
、
平
成
１６
年
の

行
訴
法
の
抜
本
的
改
正
に
よ
り

出
訴
期
間
が
３
か
月
か
ら
６
か

月
に
延
長
さ
れ
、
こ
の
度
の
行

審
法
を
受
け
た
通
則
法
の
改
正

に
よ
り
不
服
申
立
期
間
が
２
か

月
か
ら
３
か
月
に
延
長
さ
れ
つ

つ
あ
る
こ
と
を
鑑
み
れ
ば
、
こ

れ
ら
の
期
間
と
対
比
さ
れ
る
べ

き
更
正
の
請
求
の
期
間
に
つ
い

て
も
、
近
い
将
来
、
当
然
に
延
長

さ
れ
る
は
ず
で
あ
る
。

結

論

本
制
度
は
、
所
謂
「
嘆
願
」

の
法
定
化
と
し
て
、
租
税
実
務

へ
の
活
用
が
可
能
で
あ
る
と
解

さ
れ
る
。
こ
れ
に
よ
り
、
従
来

の
嘆
願
に
比
し
て
、
本
制
度
は

具
体
的
な
手
続
が
規
定
さ
れ
て

お

り
、
ま

た

改

正

行

手

法

（
案
）
３６
条
の
３
第
３
項
に
お

い
て
行
政
機
関
の
対
応
も
示
さ

れ
て
い
る
こ
と
か
ら
、
そ
の
法

的
安
定
性
は
格
段
に
増
す
も
の

と
期
待
さ
れ
る
。

た
だ
し
、
こ
れ
は
通
則
法
上

の
「
更
正
の
請
求
」
と
は
本
質

的
に
異
な
る
制
度
で
あ
る
か

ら
、
更
正
の
請
求
の
期
間
が
原

則
１
年
間
に
制
限
さ
れ
て
い
る

と
い
う
根
本
的
な
問
題
が
解
決

す
る
わ
け
で
は
な
い
。

上
述
の
通
り
、
近
い
将
来
、

更
正
の
請
求
の
期
限
は
延
長
さ

れ
る
は
ず
で
あ
る
が
、
こ
の
期

限
が
廃
止
さ
れ
る
わ
け
で
は
な

い
で
あ
ろ
う
か
ら
８

、
や
は
り
根

本
的
な
問
題
は
解
決
し
な
い
。

本
制
度
が
通
則
法
上
に
、
い

わ
ば
争
訟
に
至
る
こ
と
の
で
き

な
い
更
正
の
請
求
と
し
て
規
定

さ
れ
る
こ
と
も
検
討
さ
れ
る
べ

き
か
も
し
れ
な
い
。

し
か
し
、
い
ず
れ
に
し
て

も
、
筆
者
は
、
や
は
り
、
す
べ

て
の
問
題
を
解
決
す
る
た
め
に

は
、
立
法
論
と
し
て
、（
通
常

の
）
更
正
の
請
求
の
期
間
制
限

の
廃
止
を
訴
え
た
い
。

１

平

成
２０
年
４
月
１１
日

に

総

務

省
所
管
で
、「
行
政
不
服
審
査
法

案
」「
行
政
不
服
審
査
法
の
施
行

に
伴
う
関
係
法
律
の
整
備
等
に

関
す
る
法
律
案
」「
行
政
手
続
法

の
一
部
を
改
正
す
る
法
律
案
」

が
そ
れ
ぞ
れ
国
会
に
提
出
さ
れ

た
が
、
成
立
に
至
ら
な
い
ま
ま

衆
議
院
が
解
散
す
る
こ
と
と
な

っ
た
の
で
、
こ
れ
ら
の
法
案
は
、

自
動
的
に
廃
案
と
な
る
。
し
か

し
、
現
在
の
政
権
が
維
持
さ
れ

れ
ば
再
度
同
じ
内
容
の
法
案
が

提
出
さ
れ
る
可
能
性
が
高
い

し
、
政
権
交
代
の
場
合
も
さ
ら

に
充
実
し
た
内
容
の
法
案
が
提

出
さ
れ
る
こ
と
が
期
待
さ
れ
る

の
で
、
現
時
点
で
も
本
稿
の
意

義
は
認
め
ら
れ
る
だ
ろ
う
。

２

義
務
付
け
訴
訟
と
は
、
行
政

庁
が
一
定
の
処
分
ま
た
は
裁
決

を
す
べ
き
に
も
か
か
わ
ら
ず
、

こ
れ
が
さ
れ
な
い
と
き
に
、
一

定
の
処
分
ま
た
は
裁
決
を
す
る

よ
う
に
命
ず
る
こ
と
を
求
め
る

訴
訟
で
あ
る
。

３

行
政
不
服
審
査
制
度
検
討
会

「
行
政
不
服
審
査
制
度
検
討
会

最
終
報
告

―
行
政
不
服
審

査
法
及
び
行
政
手
続
法
改
正
要

綱
案
の
骨
子
―
」（
平
成
１９
年
７

月
）
４５
頁
。

４

志
賀
櫻
「
国
税
通
則
法
改
正

案
に
お
け
る
不
服
申
立
制
度
」

租
税
訴
訟
学
会
主
催
フ
ォ
ー
ラ

ム
「
納
税
者
の
権
利
救
済
手
続

の
現
状
と
展
望
―
納
税
者
の
権

利
救
済
の
視
点
か
ら
租
税
手
続

法
を
考
え
る
」
２
０
０
９
年
４
月

１８
日
、
当
日
配
布
資
料
２
０
８
頁

（
注
３
）
。

５

青
木
丈
「
義
務
付
け
裁
決
、

処
分
庁
に
対
す
る
申
出
制
度
」

税
務
弘
報
５６
巻
９
号
６２
頁
以
下

参
照
。
同
様
に
積
極
的
な
見
解

を
述
べ
て
い
る
も
の
と
し
て
、

田
中
治
「
改
正
さ
れ
る
行
政
手

続
法
と
税
務
行
政
手
続
へ
の
影

響
」
税
理
５１
巻
１０
号
８
頁
以
下
、

水
野
武
夫
「
行
政
不
服
審
査
法

改
正
と
国
税
不
服
審
査
制
度
の

改
革
―
改
正
法
案
の
概
要
と
問

題

点
―
」
税

法

学
５
６
１
号

１
９
５
頁
以
下
、
が
あ
る
。

６

荒
井
勇
編
代
『
国
税
通
則
法

精
解
〔
平
成
１９
年
改
訂
〕
』
大
蔵

財
務
協
会
３
２
７
頁
。

７

こ
れ
に
対
し
て
、「
税
法
が
申

告
期
限
を
定
め
て
納
税
者
が
そ

の
期
限
内
に
十
分
な
検
討
を
し

た
後
、
期
限
内
申
告
を
行
う
こ

と
を
期
待
す
る
建
前
を
と
っ
て

い
る
の
で
、
そ
の
期
限
後
い
つ

ま
で
も
こ
の
よ
う
な
請
求
を
認

め
る
こ
と
は
適
当
で
な
い
し
、

ま
た
、
法
律
関
係
の
早
期
安
定
、

税
務
行
政
の
能
率
的
な
運
営
等

の
面
か
ら
も
問
題
が
あ
る
と
認

め
ら
れ
る
か
ら
で
あ
る
。
」（
荒
井

編
代
『
同
上
書
』
同
頁
）
と
の

説
明
を
「
実
質
的
意
義
」
と
い

う
こ
と
が
で
き
る
。

８

東
京
税
理
士
会
で
は
か
ね
て

よ
り
、「
更
正
の
請
求
期
間
を
５

年
と
す
る
こ
と
。
」
と
の
意
見
を

述
べ
て
い
る
が
（
東
京
税
理
士

会
「
平
成
２２
年
度
税
制
改
正
及

び
税
務
行
政
に
関
す
る
意
見
書
」

（
平
成
２１
年
３
月
１９
日
）
７
頁
）
、

こ
れ
は
更
正
の
請
求
期
限
を
廃

止
せ
よ
と
述
べ
て
い
る
の
と
同

意
義
で
あ
る
。
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